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津波による地形変化モデルに関する研究

Study on Numerical Model of Topography Change due to Tsunami

西畑 剛1・ 佐 貫 宏1・ 森屋 陽一2・ 後 藤和 久3

Takeshi NISHIHATA, Hiroshi SANUKI, Yoichi MORIYA and Kazuhisa GOTO

Authors carried out numerical study on the topography change due to tsunami in the bay of Kesennuma when Chilean
Tsunami had occurred. In the site, huge erosion was observed at the narrow strait and devastating sediment transport
in the form of suspended sediment according to large tractive force was expected. We proposed some parameters on the
topography change model in order to reappear such condition by means of numerical simulation. In comparison with the
observed bathymetry, it was verified that the effect of moving bed condition had to be considered in the equivalent
roughness coefficient and vertically uniform eddy diffusivity with the turbulence scale around 1.0 to the depth well
reproduced horizontally eliminated sediment transport under the tsunami.

1.は じ め に

津波による大規模な侵食 ・堆積に伴い,海 岸施設の倒

壊や取水口の閉塞などの被害の恐れが指摘 されている.

実 際に2004年 に発生したイン ド洋大津波では,各 地で

土砂移動 に伴 う被災が報告されている(例 えば佐藤ら,

2005).こ うした津波による土砂移動の多 くは侵食が卓

越することが知 られているが,そ れがどのような水理条

件下で発生す るかを把握 し,定 量的に予測することは,

対 策を講 じる上で重要である.

津 波による地形変化予測モデルに関するこれまでの研

究には,チ リ地震津波来襲時の気仙沼湾を対象 とした高

橋 ら(1999)や 藤井 ら(1998)に よる浮遊砂 フラックス

モデルを用いた研究などがある.こ れ らは湾内の侵食堆

積分布を定性的には良好に再現す るものの,定 量的には

再現しきれていない.一 方,西 畑 ら(2005)は スマ トラ

沖地震津波来襲時のキリンダ港(ス リランカ)に おける

地形変化 をTajima(2004)に よる物理メカニズムに基

づ く漂砂量式を用いて実験などによる合わせ込みを介 さ

ずに定量的に評価 しているが,防 波堤沿いの局所的な地

形変化の検証のみを対象としていて,大 規模 な地形変化

予測に対するモデルの検証は行われていない.ま た鉛直

方向の渦動拡散係数の設定には課題が残った.そ こで本

研究は,後 者による地形変化モデルを津波前後の水深測

量データがあるチリ津波来襲時の気仙沼湾に適用す るこ

とにより,モ デルの適用範囲を確認する.そ して大規模

土砂移動発生時の津波による底質移動に関して再現精度

のよいモデルパ ラメータを検討 ・提案することを目的と

する.

2.検 討 手 法

(1)検 討 条 件

地形変化モデルの検討 は,1960年 に発生 したチリ津波

を対象 に行う.検 討位置は気仙沼湾 とする.津 波前後の

海底地盤変位量 としてKawamura・Mogi(1961)に よる実

測地形データがあり,検 討範囲でおよそ260万m3に 渡 る

侵食が観測されている.湾 内水深(津 波前)と 併せて位置

を図-1に 示す.ま た当サイ トでは前述 した研究のほか,

高橋 ら(1991,1992,1993)に よる一連の研究があ り,湾

への入射波形や流況場の検討がなされている.こ こでは

高橋 ら(1991)に 習 い,小 々汐での520分 間に渡る潮位記

録を0.924倍 して補正した波形を湾口方向境界(南 側)か

ら入射波 として与 える(図-2).但 し,深 い場所程津波到

達は早いので,入 射位置水深に応 じて位相差を与えた.

図-1位 置 ・湾内水深(津 波前)
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図- 2入 射波形

(2)計 算 モデル

地形変化を伴う津波計算は,西 畑 ら(2005)に よって

スリランカ ・キリンダ港に適用したモデルを基本 とする.

これは通常の非線形長波式を用いた津波伝播計算に加 え,

底 質の移動を掃流砂と浮遊砂の移流 ・拡散方程式 を解 く

ことで考慮 している.ま た掃流砂 と浮遊砂間では巻上

げ ・沈降フラックスによる鉛直方向の土砂移動 も考慮す

る.以 下,図-3に 計算 フローおよび後の検討に関連す

る事項を中心 とした計算式を示す.

図- 3計 算 フ ロ ー

a)津波伝播計算

非線形長波方程式による運動の式および連続の式を用

いる.計 算 は25mス タ ッガー ド格子 を用いた リープフ

ロッグ法 とし,運 動量式の移流項は風上差分を用いて予

測子 ・修正子法によって計算 した.な お,摩 擦項 は津波

計算で通常用いられるマニングの粗度係数は用いず,後

述する流れの対数分布から求め られる摩擦速度より摩擦

係数をタイムステップ毎に評価 し,摩 擦項として与えて

いる.連 続式は水深 ぬの変化を考慮 した次式を用いる.

(1)

ここで,x,yは それぞれ岸沖,沿 岸方向の座標軸,U,

Vはx,y方 向の断面平均流速である.

b)掃 流砂の計算

掃流砂量の算定は底面剪断応力に基づいて行う.そ の準

備 として津波時の大規模シー トフロー条件下における摩擦

速度および相当粗度を算定する必要がある.平 均流れの対

数分布則から底面剪断応力は次の抵抗則により求まる.

(2)

ここで,ρ:流 体密度,μ*b:底 面勇断流速,κ:カ ルマ

ン定数(=0.4),z0:粗 度 高 さ(=κN/30),κN:Nikur-

adseの 相 当粗度である.相 当粗度kNは 固定床条件では

底質の粒径dで 代表されるが,津 波来襲時に卓越する

ことが予想されるシー トフロー条件ではκNが 粒径dよ

りも大きくなることが予想 される.小 林ら(1996)は こ

うした条件下で移動床の効果を考慮 した実験を行ってい

るが,

(3)

で相当粗度 を評価 している.一 方,Herrmann(2007)

は,シ ー ルズ数6～7程 度 まで適用可能な以下の実験式

を提案している.

(4)

掃流砂式 は底面勾配の影響 を考慮 したTajima(2004)

に よる底面勇断応力に伴 う掃流砂モデルを用いる.こ の

モデ ル は海底 勾 配 を考慮 しない場 合 はMeyer-Pe-

ter-Mullerの 掃 流砂則(ψ1.5乗 則)と 等価である,

掃 流砂量の連続は,水 深変化量と掃流砂 フラックスお

よび後述する底質の巻き上げ速度と沈降速度から,次 の

通 り求める.

(5)

ここで,nは 底 質砂 の空隙率であ り0.4を 仮 定 した.

▽=(∂/∂x,∂/∂y),wfはJimenez and Madsen(2003)

に基 づ く底質粒子の沈降速度,Cbは 底 面からの高さzb

=7dに おける浮遊砂濃度であ り後 に定義する.pは 同

高 さにおける底質の巻上率であ り,Herrmann(2007)

の実験式 による.

c)浮 遊砂の計算

次式の移流拡散方程式より求める.

(6)

ここで水平方向の渦動拡散係数は,等 方性乱流を想定し
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ε=κμ*bh/2に よって与 えた.Cは 鉛 直方向に平均 した

浮遊砂濃度であり,実 際の浮遊砂濃度は鉛直方向に分布

形を有する.高 橋 ら(1999)は 津波時の非定常掃流力下

における鉛直方向の浮遊砂濃度の非平衡性を考慮し,実

験により掃流砂層と浮遊砂層問の交換砂量式を算定 して

(5)式 お よび(6)式 右 辺第1,第2項 に換えて解析

を行っている.但 し,交 換砂量式はシールズ数が1程 度

の実験に基づいている.本 研究では,鉛 直方向の浮遊砂

濃度分布に関して以下に述べる拡散方程式を解 くことに

より設定するため,浮 遊砂濃度の鉛直方向の非平衡性 は

考慮できない.し かし,掃 流砂層と浮遊砂層を分け,浮

遊砂フラックスを計算するので外力急変時の水平方向へ

の漂砂濃度の非平衡性は考慮できる.渦 動拡散係数の設

定方法に関 しては,パ ラメータス タディを行い,以 下の

鉛直1次 元拡散方程式解を用いた数値計算により侵食堆

積分布を妥当に評価する係数を決定する、

(7)

ここでνsは 渦動拡散係数であり,鉛 直方向ヘー次関数

νs=κμ*bzで 与 えた場合,

(8)

但 し,m=wf/κu*bで あ る.一 方,津 波時の大規模なシ

ー トフローが発生することを勘案 して,藤 井 ら(1998)

と同様に乱れのスケールを水深の定数倍ahと して鉛値

方向に一様分布νs=κμu*bhaと して与えると,

(9)

であ り,aが パ ラメータとなる.

ここで渦動拡散係数の設定方法の違いによる漂砂への

影響を見るため,aお よびmに 関する感度分析 を行う.

但 し粒径は0.1mmと した.図-4左 に無次元掃流力 に

応 じた底面付近の浮遊砂濃度を記す.掃 流力が増すと底

面付近の浮遊砂濃度は平均濃度へ近づ くが,(8)式 よ

りも(9)式,そ してaが 大 きいほど濃度一様化 は顕

図- 4パ ラメータによる浮遊砂濃度分布の違い

著 となる.こ れは図-4右 で 勉が小さい(=掃 流力が大

きい)ほ ど鉛直方向への浮遊砂濃度が均一化することか

らもわかる.そ して濃度均一化 によってCbが 小 さい状

態では,(5)式 お よび(6)式 の沈降フラックスが弱 くな

り,浮 遊砂の水平方向への移流拡散が強まることになる.

3.地 形 変化 モデル の検証

(1)津 波による作用外力

津波による外力状況の把握 として地形変化 に対 し支配

的な影響を与える流速場の検討 を行う.但 し地形変化モ

デルは後述する狭窄部における地形変化量が大 きいケー

ス7(表-1参 照)と した.高 橋 ら(1993)は 航空測量に

よる湾内流況場の確認を行ってお り観測値との詳細な流

況場の比較を行っているが,狭 窄部で観測値と整合の取

れた値 を得ている.本 計算でも測量時刻付近に狭窄部の

速い流れが再現されたのは同様であるが(図-5),湾 奥

部や大川河口部で観測 されている渦は再現できなかった.

なお図-5に 計 算時間中の最大 シールズ数を併記する.

湾狭窄部の蜂ヶ崎付近で最大15以 上 のシールズ数が計

算されてお り,観 測による侵食卓越領域 と一致する.

(2)地 形変化モデルパラメー タの検討

地形変化モデルの検討は表-1に 示 す9ケ ースとした.

なお当時の検討海域の底質粒径や粒度分布の詳細は不明

であるが,こ こでは高橋 ら(1992)と 同様,0.1mmの

一様粒径
,空 隙率0.4を 仮 定して検討を行った.検 討対

象 とした事項は次の通 りである.

a)相 当 粗 度

Nikuradseの 相 当粗 度KNをdで 与えた場合,(3)

式 の5ψdと した場 合,そ してHerrmann(2007)の

(4)式 を使用 した場合の3通 りを考慮 した.表-1に 計

算結果を示 したが,相 当粗度を4に よって与えた場合

は,侵 食量は観測に比 して小 さい結果 となった.底 面付

近の土砂移動による粗度増加の効果が期待で きないため,

図- 5流 速ベクトル(左)と 計算最大シールズ数(右)
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表-1検 討 ケ ー ス ・結 果 一覧

通常の相当粗度の与え方では津波下における侵食卓越現

象を再現することが困難であることがわかる.一 方,後

者2つ はこうした効果を取 り入れたため,侵 食量は観測

値に近い値 となった.同 条件下ではほとんど同じ侵食堆

積量 を与えるが,若 干,Herrmann式 の再現性が良い結

果 となった.

b)拡 散係数の鉛直分布形

鉛直方向への1次 関数(8)式 で与えた場合,お よび一

様分布(9)式 にてaを0.5～1.2に 変化 させ た場合 を

考えた.

表-1に 示 した通 り,拡 散係数は鉛直1次 関数 よりも

一様分布として与えた方が侵食量の再現精度が良い.一

様分布において乱れのスケールパラメータaに よる計

算結果の差は大 きくないが,a=1.0前 後 において侵食

量 ・堆積量 ともに観測 との整合が良い.図-6にa=1.0

と した計算 と観測 との侵食堆積分布を比較する.狭 窄部

での大 きな侵食や湾奥 ・湾口寄 りの堆積 といったおおま

かな分布傾向は計算により再現 されている.し か しなが

ら,狭 窄部 の侵 食変位が最大で13mを 越 えてお り,

小 々汐対岸における堆積が計算 されていないなど局所的

にはまだ再現性に課題が残る.再 現精度を低下させた原

因として,前 者は鉛直方向への定常状態を仮定 して浮遊

砂濃度分布 を与えるため,非 平衡性が強い領域において

過剰に侵食を発生 させたこと,後 者は流速場 における渦

や付近に存在した導流堤の流出といったイベントが計算

に取 り込まれていないことが考えられる.

(3)土 砂移動機構

検討地点における土砂移動機構に関しては,定 性的に

は狭窄部における流速増加に伴 う掃流力の増大と砂粒の

巻き上げ,そ して湾奥 ・湾口へむけて湾形状が急拡する

ことによる掃流力の低下と沈降で説明される.こ こでは

図-6に 示す3地 点(P1,P2,P3)に 関する計算諸量の

考察を行い,土 砂収支が観測 と良く一致 したケース7に

おける底質の移動機構 を定量的に把握する.

図-7に 各計算諸量の時系列を示す.地 点によって縦軸

縮尺が異なるので注意されたい.こ こで流速は湾内方向

への向 きを正として表示 している.い ずれの地点も計算

後およそ5時 間で海底変位はほぼ収束 している.P1の 狭

窄部においては,比 較的速い流れが計算 されてお り,シ

ールズ数 ,海 底変動量 も大きい.こ こでは浮遊砂濃度 と

シールズ数の相関が良 く,掃 流力の増加がそのまま浮遊

砂の増加 につながっている.一 方,湾 奥のP2は 堆積傾向

にあ り,浮 遊砂濃度とシールズ数のピークにはずれが見

られる.す なわちここでの浮遊砂の増加分の多 くは狭窄

部から移流してきているため,浮 遊砂濃度の増大に遅れ

が生 じる.そ して巻上げ率 よりも沈降フラックスが卓越

し,堆 積傾向となる.湾 口部寄 りのP3に おいては,全 体

的に堆積傾向にあることはP2と 同様であり,シ ールズ数

のピークに遅れて浮遊砂ピークが現れる.し か し,こ こ

では若干なが ら侵食 も見られ(図 中a,b),他 所か ら移流

した浮遊砂(例 えば図中c)の 沈降と合わせると沈降分が

卓越 して堆積傾向となった と考えられる.い ずれも局所

フラックスのみでは再現できない現象で,浮 遊砂の水平

方向の移動が本地点の侵食 ・堆積現象 に支配的であるこ

図- 6侵 食 ・堆積分布の比較(左:観 測,右:解 析)
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図- 7計 算諸量時系列

とがわかる.こ うした浮遊砂フラックスの水平方向への

乱れの強さ,距 離は既に述べた通 り渦動拡散係数 に規定

される.そ して本検討より津波時の大規模土砂移動発生

時には,例 えばケース7に 示すパラメータ設定により侵

食 ・堆積量を精度良 く評価できることがわかった.

4.お わ り に

宮城県気仙沼湾におけるチリ地震津波時の地形変化計

算 を通 して,津 波地形変化モデルの精度向上を図った.

以下に結論 をまとめる.

(1)シ ー トフローが卓越する津波時における相当粗度は,

底質自体の動 きを考慮した設定が必要である.

(2)浮 遊砂 フラックス計算時の渦動拡散係数は鉛値方向

に一様 としたモデルが再現性 に優れ,乱 れのスケー

ルは水深の1.0倍 程度にすると観測 と整合する,

(3)底 質の粒度分布が不明瞭なこと,導 流堤の破壊や流

況場計算において渦が再現できなかったこと,そ し

て鉛直方向の浮遊砂濃度の平衡性の仮定が与 える計

算精度への影響など課題は多い.し か しながら上記

パラメータ設定によって,シ ールズ数が10を 越 え

る大規模外力作用下 においても津波による トータル

の侵食量,堆 積量は精度よく計算可能であることが

検証された.
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